
 
 
 
 
平成２１年度行政評価等プログラム 
における政策評価テーマ等について 

資料２ 



 

平成 21年度行政評価等プログラムにおける政策評価テーマ等について（案） 

 

 

 

 

 

 

【政策評価】(政策の効果を把握し、政策の見直し・改善を推進する統一性・総合性確保評価) 

○ 国民の安全・安心の確保、環境問題への対応等政府の重要課題に対応する政策について、政

府全体としての統一性を確保し又は総合的な推進を図る見地からの評価を実施するもの 

・児童虐待の防止等 21年度 
（顕在化が著しい児童虐待の防止等に係る政策評価） 

・ヒートアイランド対策 22･23年度 

（都市に特有の環境問題である「ヒートアイランド現象」（注）の緩和等に関する政策評価） 

（注）都市の中心部の気温が郊外に比べて島状に高くなる現象 

・食育の推進 22･23年度 

（食習慣の乱れに起因する肥満や生活習慣病の増加等の問題に対する食育の推進に関する政策評価） 

・法曹養成 22･23年度 

（法科大学院の教育と司法試験等との連携等による法曹の養成に関する政策評価） 

 

（参考） 

【行政評価・監視】(各行政機関の業務の実施状況を評価・監視) 

① 生活者・消費者の立場からの国民の安全・安心の確保に資するために実施するもの 

・薬物の乱用防止対策 21年度 
（大学生など広範囲に逮捕者が生じている薬物の乱用防止に係る各府省の取組状況等を調査） 

・製品の安全対策 21年度 
（死傷事故などが発生しているガス湯沸器等の消費生活製品に関する安全確保の状況を調査） 

・ホームページのバリアフリー21年度 
（各府省のホームページにおける高齢者や視覚障害者等に対する配慮の状況等を調査） 

・気象行政 21年度 
（局地的な大雨等の防災気象情報の提供等の状況を調査） 

 

② その他効果的・効率的な行政運営の確保に資するために実施するもの 

・ＩＴによる地域活性化等施策 21年度 
（ＩＴによる地域活性化等のための各府省の施策（情報通信基盤の整備支援等）の実施状況を調査） 

・職員研修施設 21年度 
（各府省の職員に対する研修の実施状況、研修用施設の設置・運営状況等を調査） 

・在外公館 21年度 
（在外公館の実施体制、設置効果等を調査） 

・食品流通対策（流通コスト縮減）21年度 
（生鮮農産物などに係る物流の効率化等の流通コスト縮減の取組状況を調査） 

 

○行政評価等プログラムは、総務省行政評価局の業務を重点的かつ計画的に実施するた

め、平成 21年度からの中期的な業務の基本的な方針を定めるもの 

○平成 21 年度のプログラムは、年金記録問題への対応が引き続き重要となっていること

を踏まえて策定 



 

行政評価等テーマの背景事情等（行政評価局） 

実 施 年 度 平成 21 年度  

テ ー マ 名 児童虐待の防止等に関する政策評価（総合性確保評価） 

背 景 事 情 ①  平成 19 年度における児童相談所の児童虐待相談対応件数は、４万 639

件に及んでいる。 

② 児童虐待への対応については、平成 12 年 11 月 20 日に「児童虐待の防

止等に関する法律」（平成 12 年法律第 82 号）が施行された。 

その後、平成 16 年には、ⅰ）同法が改正され、国及び地方公共団体の

責務の改正、通告義務の拡大、警察署長に対する援助要請等の規定が整

備されるとともに、ⅱ）児童福祉法（昭和 22 年法律第 164 号）も改正さ

れ、児童相談に関する体制の整備、要保護児童に関する司法関与の強化

等が行われた。 

また、平成 19 年には、児童虐待の防止等に関する法律及び児童福祉法

の一部を改正する法律（平成 19 年法律第 73 号）により、ⅰ）児童の安

全確認等の強化、ⅱ）児童相談所長による親権の行使等の規定が盛込ま

れた。 

③ 平成 16 年 12 月に策定された「少子化社会対策大綱に基づく重点施策

の具体的実施計画について（子ども・子育て応援プラン）」（平成 16 年

12 月 24 日少子化社会対策会議決定）においても、児童虐待により子ど

もが命を落とすことがない社会等の実現を目指し、全市町村における虐

待防止ネットワークを設置することが盛り込まれている。 

④ このような児童虐待の防止等に関する政策については、関係府省間、

関係府省と都道府県・市町村等との間、被害者の保護に関する機関間等

の密接な連携の下に総合的な取組が必要 

評 価 の 観 点 等  

 

① 児童虐待の防止等に関する関係行政機関の各種施策の現状及び効果の

発現状況等を調査・分析 

② 児童虐待の防止等に関する政策について、関係行政機関の各種施策が

総体としてどの程度効果を上げているかなどの総合的な観点から、全体

として評価 

調査等対象機関（予定） 国家公安委員会・警察庁、法務省、文部科学省、厚生労働省、 

都道府県、市町村、関係団体等 

※ 上記の各欄の内容については、変更があり得る。 

 



 

行政評価等テーマの背景事情等（行政評価局） 

実 施 年 度 平成 22・23 年度  

テ ー マ 名 ヒートアイランド対策に関する政策評価（総合性確保評価） 

背 景 事 情 ① ヒートアイランド現象は、都市の中心部の気温が郊外に比べて島状に

高くなる現象であり、空調機器等からの人工排熱の増加、緑地・水面の

減少、地表面の人工化等による被覆、都市構造や地形・気象条件など多

岐にわたる要因により形成されるといわれている。 

大都市ではヒートアイランド現象の進行が顕著になっており、昼間の

高温化や熱帯夜の出現日数が増加し、住民が高温にさらされる延べ時間

が増加している。さらに、同現象は局地的集中豪雨との関連性も指摘さ

れている。 

② 国は、平成 14 年９月、環境省、国土交通省等の関係府省によるヒート

アイランド対策関係府省連絡会議を設置し、ヒートアイランド対策に関

する国、地方公共団体、事業者、住民等の取組を適切に推進するため、

同会議において、「ヒートアイランド対策大綱」（平成 16 年３月）を策定

している。 

③ 同大綱において、人工排熱の低減（省エネルギーの推進、交通流対策

の推進、未利用エネルギー等の利用促進）、地表面被覆の改善（屋上・壁

面を含めた建築物等の緑化等）、都市形態の改善（緑地の保全、緑地や水

面からの風の通り道の確保等）、ライフスタイルの改善（クールビズ、冷

房設定温度 28℃への引上げ等）の 4つを対策の柱とし、さらに観測・監

視体制の強化及び調査研究の推進を加えて対策の推進を図ることとして

いる。 

④ ヒートアイランド対策については、国、関連地方公共団体、事業者、

住民等の連携や取組に向けた認識に差があるとみられ、大綱に記載され

た具体的施策の進捗状況のフォロー、効果の検証、また、都市政策、交

通政策、エネルギー政策等の関連施策との調整が重要である。 

評 価 の 観 点 等  

 

① ヒートアイランド対策に関する関係行政機関の各種施策の現状及び効

果の発現状況等を調査・分析 

② ヒートアイランド対策に関する政策について、関係行政機関の各種施

策が総体としてどの程度効果を上げているかなどの総合的な観点から、

全体として評価 

調査等対象機関（予定） 警察庁、文部科学省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省、都

道府県、市町村、関係団体等 

※ 上記の各欄の内容については、変更があり得る。 

 



 

行政評価等テーマの背景事情等（行政評価局） 

実 施 年 度 平成 22・23 年度  

テ ー マ 名 食育の推進に関する政策評価（総合性確保評価） 

背 景 事 情 ① 近年の我が国の「食」をめぐる状況の変化に伴う栄養の偏り、不規則

な食事、肥満や生活習慣病の増加、新たな「食」の安全上の問題等に対

処していくため、平成 17 年６月、食育に関する施策を総合的かつ計画的

に推進し、現在及び将来にわたる健康で文化的な国民の生活と豊かで活

力のある社会の実現に寄与すること等を目的として、食育基本法（平成

17 年法律第 63 号）が制定された。 

② 同法に基づき内閣府に設置された食育推進会議が平成 18 年３月に決

定した「食育推進基本計画」（18 年度から 22 年度までの５年間を対象）

においては、食育の推進に関する施策についての基本的な方針が定めら

れているとともに、「食育に関心を持っている国民の割合」、「学校給食に

おける地場産物を使用する割合」、「推進計画を作成・実施している都道

府県及び市町村の割合」等９項目の目標値や食育の総合的な促進に関す

る事項として取り組むべき施策等が掲げられている。 

③ 関係府省は、同基本計画に基づき、「食生活指針」（平成 12 年３月策定）

や「食事バランスガイド」（平成 17 年６月厚生労働省・農林水産省共同

作成）の普及・啓発や子供の健康を支援する観点からの食育の推進、新

たな「食料・農業・農村基本計画」（平成 17 年３月決定）に基づく望ま

しい食生活の実現に向けた食育の推進、学校教育基本法（昭和 22 年法律

第 26 号）の改正に伴い創設された栄養教諭を活用した学校における食育

の充実等の各種取組を推進している。 

④ このように食育については、国、地方公共団体及び国民による取組を

総合的かつ計画的に推進することが求められている。 

 

評 価 の 観 点 等  

 

① 食育の推進に関する政策の現状及び効果の発現状況等を調査・分析 

② 食育の推進に関する政策について、関係行政機関の各種施策が総体と

してどの程度効果を上げているかなどの総合的な観点から、全体として

評価  

 

調査等対象機関（予定） 内閣府、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、都道府県、市町村、関係

団体等 

 

※ 上記の各欄の内容については、変更があり得る。 

 



 

行政評価等テーマの背景事情等（行政評価局） 

実 施 年 度 平成 22・23 年度  

テ ー マ 名 
法科大学院の教育と司法試験等との連携等による法曹の養成に関する政策

評価（総合性確保評価） 

背 景 事 情 ① 国の規制の撤廃又は緩和の一層の進展その他内外の社会経済情勢の変

化に伴い、より自由かつ公正な社会の形成を図る上で法及び司法の果た

すべき役割がより重要なものとなり、多様かつ広範な国民の要請にこた

えることができる高度の専門的な法律知識、幅広い教養、国際的な素養、

豊かな人間性及び職業倫理を備えた多数の法曹が求められている。 

② 平成 14 年 12 月に、高度の専門的な能力及び優れた資質を有する多数

の法曹の養成を図り、もって司法制度を支える人的体制の充実強化に資

することを目的として、法科大学院の教育と司法試験等との連携等に関

する法律（平成 14 年法律第 139 号）が制定された。 

  同法においては、国の機関、大学その他の法曹の養成に関係する機関

の密接な連携の下に、法科大学院における教育の充実並びに法科大学院

における教育と司法試験及び司法修習生の修習との有機的連携を図るこ

ととされている。 

③ 法科大学院への入学試験は平成 16 年度に開始され、18 年度には法科

大学院修了者が初めて新司法試験を受験する状況となっており、20 年１

月現在、全国に 74 校（国立 23 校、公立２校、私立 49 校）の法科大学院

が設置されている。 

  また、法曹となるべき資質・意欲を持つ者が入学し、厳格な成績評価

及び修了認定が行われることを不可欠の前提とした上で、法科大学院で

は、その課程を修了した者のうち相当程度(例えば約７～８割)の者が新

司法試験に合格できるよう努める（「規制改革推進のための３か年計画

（改定）」（平成 20 年３月 25 日閣議決定））などとされている。 

④ 一方、法科大学院修了者の新司法試験合格率(注)には、法科大学院ご

とに大きなばらつきがあり、中には合格者ゼロの法科大学院があるなど、

法科大学院教育の在り方が問われている等の指摘がある。 

 (注) 法科大学院修了者の平成 20 年の新司法試験合格率は 33％ 

評 価 の 観 点 等  ① 法科大学院の教育と司法試験等との連携等による法曹の養成に関する

政策の現状及び効果の発現状況等を調査・分析 

② 法科大学院の教育と司法試験等との連携等による法曹の養成に関する

政策について、関係行政機関の各種施策が総体としてどの程度効果を上

げているかなどの総合的な観点から、全体として評価 

調査等対象機関（予定） 法務省、文部科学省、大学（法科大学院）、関係機関・団体等 

※ 上記の各欄の内容については、変更があり得る。 

 



 

政策評価テーマについて 

 

１ 総務省行政評価局が行う政策評価の計画 

  政策評価法第 13条において、総務大臣は、毎年度、当該年度以降３年間

について総務省行政評価局が行う、政策の統一性又は総合性を確保するた

めの評価（政策評価法第 12条第１項によるもの）などに関する計画を定め

ることとされている。 

 ※ また、「政策評価に関する基本方針」（閣議決定）において、統一性・総合性確保評

価の対象となる政策の選定については、政策評価・独立行政法人評価委員会の調査

審議を踏まえるものとされている。 

 

２ 「行政評価等プログラム」との関係 

  「行政評価等プログラム」は、総務省行政評価局の業務を重点的かつ計

画的に実施するため、中期的な業務の基本方針を定めたもの（行政を取り

巻く情勢の変化を踏まえ、毎年度ローリング方式により見直し・改定）。 

  政策評価法第 13条に規定する評価に関する計画は、「行政評価等プログ

ラム」に組み込んで毎年度策定している。 

 

３ 平成 21年度「行政評価等プログラム」策定に係る主な経過 

  ２月１７日（火）    政策評価分科会において審議 

  ２月２４日～３月１０日 パブリック・コメントの実施 

  ３月１７日（火）    政策評価分科会において審議 

  年度当初        「行政評価等プログラム」策定、公表 

（参考） 



  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 行政評価局は、政府部内にあって行政の改革・改善機能を担っており、次に掲げる業務の的確

な遂行を通じて、国民に信頼される公正で透明、簡素で効率的な質の高い行政の実現を図ること

をその役割としている。 

 政策評価 

政策効果を把握・分析して評

価を行い、政策の見直し・改

善を推進 

・政策評価制度の推進 

・総務省が行う政策の統一

性・総合性確保評価 

・各府省が行った政策評価の

点検 

   行政評価・監視 

各府省の業務の実施状況

を調査し、その結果に基づ

いて勧告等を行うことに

より、行政の運営及び制度

の改善を推進 

   独立行政法人評価 

政策評価・独立行政法人評価

委員会に付与された権限の

行使を補佐することにより、

独立行政法人評価の客観的

かつ厳正な実施等を確保 

 

行政相談及び年金記録問題への対応 

国の行政全般についての苦情や意見・要望を受け

付け、必要なあっせんを行うことにより、その解

決や実現を促進 

また、年金記録確認第三者委員会の判断結果を踏

まえ、あっせんを行うことにより、国民の正当な

権利を実現し、もって、国民の不安の解消を図り、

年金制度に対する信頼を回復 

行政評価局の役割と取組方針 

○重要対象分野の選定等及び

重要対象分野に係る評価の

実施の推進 

○規制の事前評価の実施の推

進 

○政策評価の結果の予算要求

等政策への的確な反映の推

進 

○国民の安全・安心の確保等

政府の重要行政課題の解

決の促進や簡素で効率的

な行政の確保に重点を置

いた行政評価・監視の実施 

○早急に改善を要するもの

については、機動的に実施 

○政策評価・独立行政法人評

価委員会が行う、独立行政

法人等に係る評価に関する

評価活動等を的確に補佐

し、同委員会の機能を最大

限に発揮 

○行政相談事案の的確な処理の推進 

○大規模災害が発生した場合の特別相談活動の実

施、行政相談に関する広報活動の充実 

○年金記録確認第三者委員会の審議の促進を図る

とともに、年金記録訂正のあっせん等を推進 

※年金記録確認第三者委員会は、政令に基づき、

年金記録に対する国民の信頼回復を図るため、

中央と地方（全国に 50 か所）に設置。中央で

は、あっせんを行うに際しての先例となるもの

を蓄積 

1 2 3 4 

（参考） 




